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昭和48年 度事業報告

〔寄 稿〕
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昭和49年 度情報処理関係施策

行政情報処理の振興について

通商産業省における情報処理振興施策について

〔調 査〕

経営情報調査(長 期経営計画と外部情報)

1

昭和49年 度事業計画

「海外ニュース〕

ソ連 の全 国データ ・システ ム網
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1.調 査

昭

和

48

年

度

事

業

報

告

(1)イ ンフtメ ーシ ョン・ユーティリティに関する調

査

将来発展が予想される情報の公益的共同利用(イ ンフ

ォメーション ・ユーティリティ)に ついて,そ の 必 要

性,発 展の背景,市 場成立性等に関する調査 を 行 な っ

た。

調査は,各 界の学識経験者の協力を得て,情 報の提供

または利用について言語学,心 理学,人 間行動学等学問

的見地か らヒヤリングを行な うとともに,生 活関連情報

に対する関心の深さとそのニーズ,必 要情報入手に際し

ての問題点については日経広告研究所に,ま た,地 域情

報化の一例 として地方民間企業の情報需要の現状等調査

を,北 海道情報システム調査会の協力を得て実施 した。

これらの結果は,「 インフォメーション・ユーティリ

ティに関する調査報告書1,同9,同 資料」 としてとり

まとめた。

(2)海 外における情報処理および情報処理産業の実態

調査

前年度に引 き続 き,海 外諸国における情報処理および

情報処理産業の実態を把握するため,海 外調査機関の各

種報告書や海外の新聞,雑 誌などの文献,資 料を収集,

調査分析し,世 界48カ 国における情報処理産業の動向,

政府関連施策,コ ンピュータ利用状況について,報 告書

「海外の情報産業」 としてとりまとめた。

まt,米 国および欧州に第7次 調査団を派遣(昭 和48

年11月 ～12月)し て,8カ 国22機 関公共情報システムお

よびインフォメーシコン・ユー、ティリティの現状 と将来

の動向等について調査 し,そ の結果を報告書 「海外にお

ける情報処理の現状 と動向」 としてとりまとめた。

昭和48年 度の事業内容は,去 る昭和49年5月27日 に開催さ

れた定例理事会で承認 された。以下,概 要を報告する。

一1

(3)情 報処理の需要動向鯛査

企業の長期経営計画を主体 としたプランニング情報の

システム化をはかるため,こ れまで業種別に検討 してき

た経営情報 システムについてのデータを分析じて,生産,
、
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設備,販 売,要 員計画等業種共通の長期計画に必要な外

部情報の収集,加 工,利 用等に際しての問題点を検討す

るとともに,こ れ ら個々の問題点の実情を把 握 す る た

め,工 作機械,石 油,輸 送等7業 種 とその関 連 産 業 計

110社 に対してアンケー トおよび面接による調査を行な

い,そ れぞれの計画に必要な外部情報の役割 りとその重

要性を明らかにして,今 後における長期経営計画の方向

づけを行なった。

これらの結果は,「 経営情報調査報告書VI(長 期経営

計画と外部情報)」 としてとりまとめた。

(4)ソ フ トウェア産業に関する実態調査

わが国における情報処理の動向,ソ フ トウェア企業,

情報処理サービス業などの情報産業の動向,と くにソフ

トウェア技術開発のニーズ,ソ フ トウェア開 発 の あ り

方,ソ フトウェアの流通等に重点をおいてアンケー ト調

査,ヒ ヤリンダ調査等を実施した。 とくにソフ トヴェ,ア

技術については,'米 国の技術レベルとの比較検討を行な

い,今 後開発を促進すべ きソフトウェア技術を明確にす

るなど今後のソフ トウェア振興の指針 となる よ う努 め

た。結果は,報 告書 「ソフ トウェアに関する調査研究」

としてとりまとめた。

(5)総 合貿易情報システムに関する調査研究

わが国における総合貿易情報システムの基盤整備およ

びサブシステムの形成に資するナこめ,国 内におけるシス

テム化のナこめの必要条件について検討するとともに,と

くに海貨業務を中心 とした現状分析 と将来動向,貿 易関

係書式の標準化に関する問題点については,港 湾経済研

究所,貿 易書式標準化委員会の協力を得て調査を行なっ

た。

また,海 外諸国の動向,'関係国際機関の活動状況を把

握するtcめ,ジ ュネーブで48年4月 および10月に開催さ

れiECE専 門家会議べめ参加,な らびに関連機関に調

査団を派遣しttほか,5月,9月 に来日した英国SIT

PROボ ー ドの調査チームと貿易情報めシステム化につ

いて意見交換を行なっだ。

これらの結果は,「 総合貿易情報ジステムに関する調

査報告書」 としてとりまとめテ‡ゴ

(6)繊 維産業(繊 維製品を中心とする)の システム化

・情報化に関する調査

わが国における繊維産業の合理化対策の一環 として,

当財団に 「繊維産業システム化調査委員会」を設 けて,

縫製業を中心 とした繊維業界のシステム化情報化の現状

について調査を行なった。

その結果,同 業界のシステム化,情 報化をはかるため

には,染 色,機 織から縫製,販 売までを一貫した協業体

制を確立して,需 要の多様化に応ずることが急務である
ン

とし,本 年度は,(社)作 表料縫製品協会の協力を得

て,ア ンテナシ ョップによる試作品の販売データをベー

スとしt確 率論的モデルなど2つ のモデルを作成 し,こ

れ らを通じて同業界のシステム化,情 報化について検討

した。 これ らの結果は,「 繊維産業のシステム化情報化

に関する調査報告書」 としてとりまとめた。

(7)社 会開発システムに関する調査研究

情報処理技術を中心1に医用電子技術,画 像伝送をふく

む伝送技術等の医療の分野に果す役割 とその可能性を明

らかにし,国 民の要望にそった医療機器システム開発の

ための トータルシステムのあり1方,固定系,移 動系医療

機器 システムの機能特性および各種機器開発に関する調

査研究を行なった。

なお,地 域特性等を考慮し,具 体的に医療機器システ

ムの設計および運用を効果的に行な うための前提条件の

調査を東京大学他5機 関へ委託し,こ れらの調査結果に

基づいて現在6月 完了を目指して報告書をとりまとめ中

である。

(8)官 公庁等からの受Eに よる調査

官公庁等より本年度は次の調査を受託し実施した。

O情 報ネットワーク標準システムの作成

………(通 商産業省機械情報産業局)

O医 療機器 システム開発に関する調査研究

………(通 商産業省機械情報産業局)

・わ力演 にWる デ「タ瀧 蹄 末機器の動鰯 査 、

(日本電信電話公社)

O欧 米におけ葛∀毛一'トバッチ・ザごビスの現状と

そめ麺灘`　 (日本電信電話公社)

一2- .

G

－Z↑〉⊃灘継



令
∀

ノIPI)ECジ ャー ナル

oわ が国における商用TSサ ービスの機能 ・言語(BA

SIC等)の 調査(日 本電信電話公社)

2.研 究 開 発

(1)文 書情報処理に関する調査研究

日本語情報(漢 字,カ ナ湿 り文)を コンピュータで処

理する際に最 も問題 とな っているインプット・システム

について,と くにカタカナ入力とそれにともな う同音異

義語の判別処理の簡素化をはかるための処理システムを

実験的に開発し,公 文書や学術書を事例として実験を行

なった。

また,文 書情報の効果的な蓄積方法の一つとして,マ

イクロフ・fルミング技術について現状調査を行ない,そ

の実用性について検討した。 これ らの 結 果 は,報 告書

「文書情報処理に関する調査研究」 として と りま とめ

た。

(2)コ ン ピュータ ・ネ ッ トワーク ・システムの研究 開

発

当財団設置の コンピュー タ3機 種 を連結 して,端 末機

を含めた ネ ットワー クを形成 し,そ れぞれの コン ピュー

タお よび各種 端末 か らネ ッ トワー クによって総合 された

コン ピュー タの機 能を利 用で きるシステム,す な わちハ

ー ドウェア
,ソ フ トウェア,デ ータベ ースを共用す る リ

ソース ・シ ェア リング ・コン ピュータ ・ネ ッ トワーク ・

システ ムの開発を4年 計画 で行 な うこととし,48年 度 よ

り着 手しkが,本 年度 は次の3つ の テー マで研究開発 を

行な った。

(イ)ネ ッ トワー クの形成

コン ピュータ ・ネ ッ トワー ク ・システム全体 にわたる

ハー ドウェア,ソ フ トウ ェアの基本設計 を行ない,併 せ

て3機 種 のハ:一 ドウ ェア的な結合 を行な うの に必要な ア

ダプタの設計,お よび通信制御用 コン ピュー タの機能 と

結 合の技術的手法 を検討 して結合を行な うとと もに,ネ

ッ トワー ク制御 プログラムの作成 を開始 した。

また,こ れに関連 して米 国国防省ARPA(Advaiioea

ResearchProjectAgency)のDr.RebertR.Kahn

を招 き,ARPAネ ッ トワー クを中心 とした リソース ・

一一3

シ ェア リング型 コンピュー タ ・ネ ッ トワー ク ・システム

に関す るハー ドウェア,ソ フ トウェアの技術的 問題点に

ついて,関 係専門家 を対 象に セ ミナーを開催 した。参加

者 は39名 で あった。

㈲ シ ミュレー タの開発

コン ピュータ ・ネ ッ トワー ク ・システ ムにおける当面

のアプ リケーシ ョンで ある会 話形 式の混合型(離 散系+

連 続系)シ ミュレー タの開発 を行な うもので,本 年度は

各種の シ ミュレーシ 。ン言語を調査検討 し,混 合型 シ ミ

ュレーシ 。ンの対象領域 として交 通問題 を とりあげて実

験用 シ ミュレー タを開発 し,こ の結果 を基 に会話形式混

合型 シ ミュレー シ ョン ・システ ムの仕様 を決定 した。

内 評価 モデルの作成

コン ピュー タをネ ットワー ク構成 にした時の効果につ

いて理論的に考 察す るため,海 外における コン ピュータ

・ネ ットワー ク ・システ ム形成 の 目的 ,利 用形態等につ

いて調査検 討す るとともに,ネ ッ トワー ク構成 による情

報 処理 シス テムの信頼性 を考察 するための評 価 モ デ ル

(1)お よび コンピュー タのネ ッ トワー ク化 によって情 報

処 理 システ ムの効率が どのよ うに向上す るかを考察す る

1め の評価 モデル(ll)の2つ のモデル を作成 して,シ ミ

ュレーシ ョンを行な い,そ の結果 を解析 して コン ピュー

タ ・ネ ッ トワー ク ・システムの有効性について考察を行

な った。

以上 の結果は,報 告書 「コン ピュー タネ ッ トワー クシ

ステムの研究開発」,「 コンパ イン ドシ ミュレー タの開

発」,「 情報処理 システムの ネ ッ トワーク構成に関す る

調査研究」 としてそれぞれ とりま と.めた。

(3)コ ンパ イラ ・ジェネ レー タの作成

前年度 のシステム設計 に引 き続 き,あ る 言語 の 構文

(シ ンタ ックス)と 意味(セ マン テ ィクス)を 入力 する

ことによって自動的に コンパ イラを作成す るコンパイラ

・ジ ェネレー一.タJPAC(JIPDECAutomat{'cCompiler

Genelator)の 作 成 を行な い,あ わせて その評価を行な っ

た。

.これ らの結 果は,報 告書 「コンパイ ラ ・ジ ェネレー タ

の開発 とその評 価」 として と りま とめた。

なお,本 事業は昭和46年 度 よ り3カ 年計 画で実施 した

、端 渓盛繧.
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もので,48年 度をもって完了しf。

(4)人 工腎臓患者の病歴管理システムの開発

コンピュータにより,人 工腎臓患者の病歴を管理 し,

病歴記録の一覧性をはか り,患 者に対する最適療法に資

するためのシステムを開発した。

なお,シ ステム設計,プ ログラムの開発に あ た って

は,医 療法人あかね会土谷病院(広 島市)お よび東京芝

浦電気(株)の 協力を得た。

これ らの結果は報告書 「人工腎臓患者の病歴管理シス

テムの開発」 としてとりまとめた。

(5)官 公庁等からの受託による研究開発

官公庁等 より本年度は次のプロジェクトの研究開発を

受託し実施した。

o工 場適地紹介情報検索方法の調査研究

(通商産業省立地公害局)

O中 央省庁における共通ソフトウェアの開発

(工業技術院電子計算機利用

に関する技術研究会)

(イ)文字情報処理システム

回人事オンラインシステム

内統計データマネジメン トシステム

⇔統計出力サブシステム

㈱物品管理システムにおける入力機能の追加

o中 小企業向け標準システムの開発

(中小企業庁)

(イ)中小企業向け標準生産管理システムの開発(紳 士既

製服製造業)

㈲中小企業向け標準販売管理システムの開発(機 械工

具販売業)

O中 小企業経営診断システムの開発

(中小企業庁)

o中 小企業の経営指標,、.原価指標作成プログラムの開発

(中小企業庁)

O商 標の機械検索システムの設計(特 許庁)

O中 小企業情報システムの基本設計

(中小企業振興事業団)

O共 済業務の機械化システムの開発

(小規模企業共済事業躍〉.

O総 合貿易情報報 システムのパイ律ジトプロダ ラムの

開発

3.教 育

(情報処理振興事業協会)

(1)セ ミナー等の開発

(イ)コ ンピュータ・トップセ ミナーの開催

前年度に引き続 き,官 公庁等の幹部を対象にコンピュ

ータメーカその他の協力を得て,3日 間にわたる トップ

セミナーを2回 開催した。参加者は47名であった。

同 講習会の開催

情報処理に関する知識の普及のため,官 公庁,団 体等

より委託を受けて情報処理研修会を開催しているが,本

年度は工業技術院所属試験研究所職員のための電子計算

機プログラ ミング講習会,科 学技術庁の電子計算機プロ

グラミング講習会および中小企業振興事業団の情報処理

指導コース等 コースを実施した。参加者総数は102名 で

あった。

(2)情 報処理教育に関する調査研究

当財団で作成 した 「初級情報処理技術者 育 成 指 針」

「同テキス ト」は,す でに企業,学 校等での情報処理技

術者教育に利用されているが,こ れ ら教材および補助教

材 としての視聴覚教材を併用して"初 級技術者研修(実

験教育)一 一≒基礎と応用コース,FORTRAN実 習コー

スー"を 開催し,研 修会の準備,開 催を通 じて得 られ

たデータおよび教育結果の評価をもとに教材の効果的利

用方法について検討を行なった。

これ らの結果は 「初級情報処理技術者教育調査研究…報

告書」 としてとりまとめた。なお,研 修会の受講者は71

名であった。

(3)情 報処理技術者試験への協力

通商産業省により実施 されている情報処理技術者試験

に資するため,同 試験制度の改善,向 上の方策について

調査研究するとともに,試 験実施に際して必要となる各

種統計表を作成した。

(4)中 級情報処理技術者育成指針の作成

これまでに作成した上級および初級情報処理技術者育

成指針の中間のレベルに位置する中級情報技術者育成指

針を持成する哀 め,前 年度に決定した執筆要領に基づい

て㈱ を行ない,「 中級情報処理技猪渚 育 成指 針
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(基礎編)」 「同(専 門編)」 としてとりまとめた。

4.標 準 化

工業技術院か らの委託を受けて官公庁間および企業間

での情報交換やデータの共同利用に必要な 「土地に関す

るコー ド」の標準化の うち,不 動産取引や行政における

土地の情報処理用コー ドとしての 「地目コー ド」および

国土調査,国 土計画や都市計画の策定等の情報処理用 コ

ー ドとしての 「地域メッシュコー ド」のJIS(日 本工

業規格)を 原案を作成 し,工 業技術院に提出した。

5.普 及および広報

(1)シ ンポジウムの開催

① 前年度に引 き続 き経営者および管理者を対象に情

報処理知識の啓蒙普及をはかるため,当 財団役職員およ

び学識経験者を講師 としたシンポジウムを札幌市(流 通

情報処理:7月10日),静 岡市(企 業経営 と情報処理:

10月16日),広 島市(企 業経営と情報処理:11月27日)

で開催した。参加者は約300名 であっテこ。

なお,東 京においては,49年3月26日 開催の予定で準

備を進めたが,交 通ゼネス トのため中止 となった。

② 米国バ ッテル研究所J.W.Frymier,Jr.氏 他に

よる講演会 「米国における医療情報システム開 発 の動

向」 を東京(48年4月20日)に おいて開催した。参加者

は約200名 であった。

(2)情 報化週間

前年度に引き続 き,政 府が毎年10月 第1週 に実施して

いる 「情報化週間」に協力して,次 の事業を行なった。

① 総合広報

情報化週間の趣 旨,行 事内容等を広 く一般に周知させ

るためのポスター(一 般用,車 内吊り用筆),パ ンフレ

ット(行 事案内等),わ れわれの生活 と情報化について

やさしく解説 じた小冊子 「わたくしたちの生 活 と情 報

化」の作成 と配布および新聞広告,交 通広告等,週 間全

体に関する総合広報を行なった。

② 展 示 会.

東京新宿の小田急百貨店11階 グランドギャラリニにお

いて,9月29日 から10月3日 まで,"情報化の歴史","新

しい市民生活と情報化","未 来の生活 と情報化","コ ン

ピュータ実演"等,7つ のコーナーを設け,パ ネルや映

画,実 演による 「生活 と情報化展」を開催した。入場者

総数11,737名 であっi。

③ 講演 と映画の会

10月1日 か ら4日 にわたって仙台,富 山,高 松,福 岡

の5都 市において,地 元関係団体 と協力の うえ 「生活と

情報化」に関する講演と映画の会を開催した。参加者は

約700名 であった。

(5)刊 行 物 等

① 定期刊行物

OJIPDECREPORTの 発行

わが国の情報処理事情を海外に広報するため,英 文誌

「JIPDECREPORT」 を発行しているが,本 年度はNa

18～20(各500部)を 発行した。 これ らは24カ国に配布

している。

OJIPDECジ ャーナルの発行

当財団における各種事業の周知と情報処理の啓蒙を目

的として,国 内向けにJIPDECジ ャーナルNo15～18(各

3,000部)を 発行した。

O情 報処理ニューースの発行

情報処理に関する海外事情の速報を目的 として 「情報

処理ニュース」を毎月10日,25日 の2回 発行 しているが

本年度はNa121～144(各600部)を 発行した。

なお,情 報ニュースは諸般の事情により,本 年度をも

って廃刊した。

② 映画?作 成

医療へのコンピュータ利用について,健 康管理システ

ム,病 院システム,広 域医療 システムの3つ の分野にわ

け,一 般市民を対象 とした映画 「明日への健康をめざし

て一 医療 と情報処理一 」(カ ラ「16mm,30分)
コら

を作成し,情 報化週間に際し,各 地において上映した。

(4)成 果の普及

昭和47年 度に実施した事業の成果を周知するtめ,東

京において6月21日 から3日 間にわたり事業成果発表会

を開催しtt。参加者は約350名 であっt。

一5-一
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昭和49年度情報処理関係施策

行 政 情 報 処 理 の 振 興 に つ い て

瀬 野 浩*

は じめ に

わが国の行政機関におけるコンピュータ利用の発展過

程をみると,昭 和33年 にはじめて気象庁にコンピュータ

が導入されて以降,昭 和43年8月 に 「政府における電子

計算機利用の今後の方策について」閣議決定が行われた

頃までを導入期とみることができる。

この時期においては,コ ンピュータの導入が急速に進

み(11年 間で122台),統 計や技術計算のような集計業

務のバッチ処理が中心 となっている。

昭和43年 の閣議決定に基づいて,コ ンピュータ利用に

関する各種の施策が推進 されるに伴い,運 用部門数,設

置台数,要 員数,経 費 とも急激に進展し,個 別業務処理

か ら部門業務全体への処理へ,集計計算か ら業務管理へ,

バ ッチ処理に加えてオンライン・リモー トバッチ処理や

リアルタイム処理へ とコンピュータ利用が進んでいる。

いわば この時期は拡大期とみることができる。

現在においては,各 省庁は従来のコンピュータ利用 と

い う枠を超えて,情 報処理,デ ータ処理 とい う観点から

運用体制やシステムの開発体制の整備をはじめとして,

データバンク化,省 庁内インライン処理,磁 気テープの

相互利用,通 信回線網の整備等,省 庁内での情報 システ

ムの総合化,一 元化 あるいは省庁間にまたがるシステム

の開発へと進みつつある。 これはコンピュータの総合利

用期に入 りつつあるといえよう。

'しかし
,一 方ではζのような情報錘重の進展に伴い,

個人データの保護,秘 密の保護,デ{タ の安全管理 とい

*行 政管理庁行政管理局情報システム重

った問題がクローズアップされてきてお り,そ のための

制度的技術的な対策が強 く要請されている。

昭和49年度においては,行 政情報処理のより一一層の進

展を図るとともに情報化の基盤整備の一環 として個人デ

ータの保護対策等を検討することにしている。

1.昭 和49年度情報処理関係予算の概要

昭和49年度における各省庁の情報処理関係予算は,次

のとお りである。

(1総額

898億 円(対 前年比121%)

(2}コンピュータ運営関係経費

473億 円(対 前年比106%)

(3)システム開発関係経費

38億 円(対 前年比148%)

(4精報産業および情報処理教育振興等経費

387億 円(対 前年比144%)

まtt各 省庁のコンビ=一方タの設置台数は,昭 和48年

度末現在,222台 であるが,昭 和49年 度末ではおよそ240

台前後 となる見込みである。_

昭和49年 度においては,コ ンt"ユータの新規導入より

も大型機への切替えが目立ち(約22台),シ ステム開発

においても医療,貿 易 といった社会システムの開発やオ

ンラインの計画がたて られるなど行政情報処理に1つ の

転換期がきていることを示している。

行政管理庁め情報処理関係予算は,次 の とお りで あ

る。

ω行政情報処理調査研究費1億 円

{2府政情報処理システム(仮 称)調 査研究費

600万 円
、 時

.
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{3)電子計算機利用促進費700万 円

以下に行政情報処理の事項区分に従ってその内容を述

べることとする。

2.各 省庁共通情報処理システムの開発

各省庁に共通,関 連,類 似する情報システムについて

政府 としての一体性と各省庁間の有機性を考慮して,長

期的展望に立った総合的な見地から計画的に調査研究を

推進するiめ に,昭 和45年度か ら行政管理庁lc-一一括計上

された 「行政情報処理調査研究費」は,昭 和49年 度で5

年 目を迎え,そ の予算規模は,昭 和48年 度の9,600万 円

か ら,1億 円に増額 された。

具体的 な 情報システムとして,昭 和48年 度 において

は,次 のテーマの調査研究を行った。

{1)統計データバンクシステム(総 理府統計局)

(2)行政情報通信ネッ トワーク(行 政管理庁)

(3)筑波研究学園都市における総合研究情報 シ ス テ ム

(科学技術庁)

(4)環境公害情報システム(環 境庁)

(5}公共事業情報システム(建 設省)

{6}気象情報サービスシステム(気 象庁)

この うち統計データバンクシステムは,昭 和45年 度か

ら調査研究を行ってきたもので,統 計データバンクの需

要性調査,総 合ソフトウェアとしての言語の開発,検 索

加工ソフ トの開発,サ ブシステムとしての小地域情報シ

ステム,物 価関連情報システムをはじめ各省庁統計デー

タバンクの利用方法の研究を実施してきたが,昭 和48年

度で調査研究は一応の成果を得るにいたった。

まt,環 境公害情報システムは,昭 和46年 度か ら調査

研究を実施してきiが,昭 和49年1月 発足の環境庁公害

研究所の情報システムにその成果が とり入れ られること

になっている。

このように,昭 和48年 度において情報システムの調査

研究で2,3の テーマが成果を得るにいたったことおよ

び昭和49年 度で予算が増額 されたことか ら,本 年度は継

続テーマの具体化を一層促進するとともに,新 たに貿易

関連情報システムなどいわゆる社会システムといわれる

大型情報処理システムの開発を重点的に調査研究する計

画で ある。

また,昨 年度と同様に緊急性の高い調査研究事項につ

いては,必 要に応じて とりあげてい くことにしている。

3.情 報化の基盤整備の促進

行政情報処理を促進してい くうえで基盤 となる調査研

究 として,行 政情報処理調査研究費の中で2つ のテーマ

をとりあげている。

1つ は,漢 字コー ドの標準化であ り,他 の1つ は個人

データの保護に関する調査研究である。

漢字コー ドの標準化は,最 近のコンピュータ利用が漢

字による情報処理の分野へ と拡大 され,行 政機関におい

て も内閣調査室や外務省などで利用 されているに もかか

わ らず,漢 字 コー ドについては,漢 字の字数の多いこと

や業務の適用分野によって字種の使用頻度が異 る等の理

由か ら,現 在漢字 コー ドについて統一が図 られていない

現状に鑑み,行 政情報処理用漢字コー ドの標準化につい

て調査研究を進めているものである。

昭和48年 度においては,昭 和47年 度発行の官報を資料

として漢字の使用頻度調査を行ない,標 準漢字の摘出を

行 うとともに,こ れまでに使用されているCO-59やJ

ICST案,情 報処理学会案 との対応調査を実施し,行

政情報処理用の漢字コー ドの原案を作成した。

昭和49年 度においては,こ の成果を基礎にしてコー ド

体系(漢 字符号の拡張法,配 列順序など)を 研究すると

ともに頻度別,音 順別,部 首別にモデルテス トを実施す

る予定である。

また,標 準漢字 コー ドを設定した場合にそれ らを運営

管理してい く方法について も併わせて調査研究すること

にしている。

個人データ保護の調査研究は,各 省庁のデータが磁気

テープや磁気ディスクに保管され,デ ータバンク化が進

み,ま たデータの交換が促進されるに伴 って,コ ンピュ

,一タに保管された情報がオンラインあるいはオフライン

の方法で各地に伝送され,私 的な事項が広 く公開される

危険性が高まっている現状に対 し,秘 密の保護(と くに

プライバシーの保護)お よびデータの安全管理の見地か

ら,技 術的な対策をはじめとして各種の対策について検

一7一
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討するものである。

諸外国では,す でにスウェーデンのようにデータ法 を

制定しているもの,西 ドイツのようにデータ保護法案を

議会に上程しているものおよびアメリカのようにニクソ

ン大統領が閣僚委員会を設置し4ヵ 月以内に具体策を求

めているなどわが国よりも対策が進展している。

また国際連合において も,「 人権 と科学技術の発展に

関する報告書」の中でプライバシー保護の対策が検討 さ

れてお り,こ の問題が世界的な広が りをもって提起 され

ている状況である。

本調査研究は,昭 和48年 度の後半において,個 人ファ

・fルを保有する省庁の実態調査をはじめとして,各 省庁

の実務担当者から成 る研究会を開催し,電 子計算機業務

におけるデータ保護基準を検討した。

昭和49年度においては,こ のデータ保護基準について

ひきつづ き検討を行 うほか,法 制度面の研究 として各界

の学識経験者を招へいして現行法の体系,国 際比較,権

利の内容,保 護の範囲,技 術的措置などに関し,広 範囲

にわたって調査研究を実施する予定である。

4.コ ンピュータ利用の高度化の推進

コンピュータ利用の促進方策としては,行 政情報処理

システム(仮 称)の 調査研究,行 政情報処理システム評

価の調査研究,電 子計算機利用基本調査の充実,基 幹要

員養成のための統一研修の充実などを計画している。

行政情報処理 システム(仮 称)の 調査研究費は,昭 和

48年度 とほぼ同額の625万 円を計上している。

この調査研究は,政 府全体 としての情報処理の総合化

を図るため,各 省庁のコンピュータ利用を側面的に支援

する行政情報処理システム(仮 称)に ついて研究する一も

ので,昭 和48年度においては,行 政情報処理システムの

処理機能および機構形態について調査研究を行っナこ。

主要機能 としては,① 情報提供,交 換処理機能,㍉②情

報保管,管 理および集配機能,③ 要員派遣機能,④ 要員

研修機能,⑤ システム開発機能が考えられるが,ζ れら

の諸機能をすぺて一時に満足 させるζとは困難な状況に

あるので,最 も優先すべ きもので技術飽に も可能性の高

い ものを選んでい く計画である。

昭和49年 度においては,こ れらの諸機能についての需

要性調査,第1ス テップのシステムの詳細設計,機 器構

成 ・設備な どの設計について実態調査,各 省庁共同研究

会および委託研究を実施する予定である。

行政情報処理システム評価の調査研究は,行 政情報処

理調査研究の一環 として,コ ンピュータシステムの効率

的利用に関し,科 学的手法の検討は各省庁で個別に行な

われているものの経験や研究成果の交流が十分でない現

状に照 らし,一 定の評価基準を設定しようとするもので

ある。

昭和48年 度においては,各 省庁等 におけるシステム評

価の現状およびアメリカ連邦政府におけるコンピュータ

評価の現状の調査,シ ステム評価の推進方策について調

査研究を行った。

当面 とり上げるべ きテーマ としては,共 同利用方式の

基本方向,デ ータバンクの評価,オ ンラインシステムの

問題点,コ ンピュータ導入の評価基準,情 報処理要員等

の基準の5項 目を上げ,昭 和49年 度においては,コ ンピ

ュータ導入および情報処理要員について具体的な基準を

設定するとともに共同利用,デ ータバンクおよびオンラ

インシステムについて基本方向を検討する。

また,後 述する電子計算機利用基本調査の結 果 に 関

し,分 析方法について一定の方式を作成する。

電子計算機利用基本調査は,昭 和39年 以降毎年実施し

ているが,今 後の行政情報処理の動向を把握し,施 策の

基本方針を設定するため,昭 和48年度において機関種別

に適用業務の類型(官 房型 ・統計型 ・業務型,特 殊利用

型,試 験研究型,個 別利用型)を 設け,類 型別に今後の

動向を分析している。

昭和49年 度においては,こ れをさらに充実するため,

コンピュータによる分析を行 うともにコンピュータ利用

の現況についての情報を的確に把握していく予 定 で あ

る。

基幹要員の養成については,昭 和幽年度から統一研修

を実施しているが,tva和 僻 度においでは,実 習の強化

や行政情報処理閲査研究の成果をカリキュラムにとり入

れるなどの内容の充実を心がけてい くことにしている。

σ

◎
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昭和49年度情報処理関係施策

通商産業省における情報処理振興政策について

小 野 道 郎*

■

■

●

豊

1.は じめ に

近年におけるわが国情報化の進展はめざましいものが

ある。電子計算機設置台数をみても,昭 和48年3月 末現

在で17,255セ ット,金 額にして1兆3,737億 円に達して

お り,こ こ数年30%を 超える伸び率を示 している。 これ

らの電子計算機は,わ が国の産業,社 会,行 政等のあら

ゆる分野で多面的に利用されてお り,わ が国の経済,社

会の発展に大 きな役割を果たしてきた。

また,情 報化を供給面か ら支える情報産業 も着実な伸

長を遂げてお り,今 後 ともわが国産業構造の高度化を担

う知識集約産業の中核 として一層の発展が期待 されてい

る。

このように順調な進展を示 してきたわが国情報化およ

び情報産業 も,今 日,一 つの転機を迎えているように思

われる。

その一つは,従 来非自由化措置の下で国内産業の定着

と育成を図って きた情報産業に関する全面的な自由化方

針の決定である。昨年4月 の第4次 資本 自由化計画決定

に際し,電 子計算機産業は50年12月 から,ソ フ トウェア

産業は51年4月 か ら,IC産 業は49年12月 から,そ れぞ

れ100%資 本自由化する方針が決定された。 さらに同 じ

6月,電 子計算機については50年 中,ICに ついては49

年中に,そ れぞれ輸入自由化する方針が決定 されナこ。 こ

のような全面的な自由化方針の決定の下で,ま だなお外

国企業 との間に技術力,販 売力,資 金力等の面において

著しい格差の存在するわが国情報産業は,従 来にはなか

*通 産産業省機械情報産業局電子政策課

った全 く厳しい局面の中でその育成振興がはかられねば

ならない状況 となっている。

一方,昨 年来の石油危機は,従 来の資源多消費型産業

構造からの転換を改めて認識 させるものであり,わ が国

産業構造全体の革新を図るうえで,省 資源,無 公害,技

術先端等の特色を有する情報産業を,今 後のわが国知識

集約型産業構造の中核 として,わ が国に定着させる要請

はますます増大してきている。

このような状況の中で,情 報産業をわが国に定着 され

る各方面の努力が今 日ほど求められている時期はないと

いっても過言ではないであろう。

第二には,情 報化のね らいが,従 来の効率化,国 際競

争力の強化を中心 とした 、産業の情報化、か ら,従 来等

閑視されがちであった 、社会、や 、生活、の面に向けら

れてきたことである。 もとより,産 業の情報化は,今 後

ともより一層の高度化が図 られねばな らないであろう。

しかしながら今後の課題は,活 力ある福祉社会の実現を

めざした 、社会、や 、生活、面の情報化を達成すること

である。なぜならば 、社会、や も生活、の情報化によっ

て,わ れわれが現在直面している公害,医 療,交 通,都

市等の諸問題の解決に有効なインパク トを与 え,真 に豊

かな社会の創造に資することができると思われるからで

ある。}

第三には,こ のような情報化の進展に対応 して,今

後,一 層の情報化の推進を図ってい くためには,十 分な

基盤整備を行 っていくことが必要 となっていることであ

る。 ここでは情報化時代に即応した教育,制度のあり方,

標準化 という情報化促進の基盤の整備のみならず,輝 や

かしい情報化の 亀光、の背後にひそむプライバシ{の 侵

一9一
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害,あ るいは管理社会化の危険とい う情報化の'影 〉の

部分に も検討を加え,こ れ らに対する対策を十分に呈示

して,今 後の情報化の進展に対する国民的コンセンサス

を得ることが不可欠な課題 とな っている。

通産省では従来から情報産業の振興と情報化の促進と

い う政策 目標のもとに広範な施策の展開を図って きた。

情報産業の振興のために電子計算機等開発促進費補助金

制度によるわが国情報産業の技術開発力の強化のための

助成の拡充を中心 として,わ が国情報産業の定着 と発展

を図ってきた。

また,今 後の情報化の課題の移行に対応して,生 活映

像情報システム,医 療情報システム等の未来志向的な大

規模な先進的プロジェクトを推進している。

さらに,情 報化促進基盤の整備のために各種の地道な

施策を充実しているところである。

と同時に,上 述の情報化および情報産業をめ ぐる環境

の変化に対応して,今 後の施策のあり方の根本的な検討

を含めて未来の情報化社会のピジ 。ンを描 くべ く,現 在

産業構造審議会において審議を重ねていると ころ で あ

る。

そこで得たビジョンをもとに,今 後の情報化社会への

国民的なコンセンサスの中で,今 後の情報化および情報

産業に対する新たな施策の展開を図っていくこととなろ

う。

る制度 として,中 小企業記帳機械化用電算機設置費補助

が認められた。

システム開発では,生 活映像情報 システム,医 療情報

システムがそれぞれ予算額は倍増し,本 格的な開発が進

められることとなった。とくに医療情報システムは,厚

生省 と完全一本化した形で進められることとな った。

以上が特筆すべきものであるが,こ の他種々の施策が

一段 と充実した ものとなっている。以下その概略を述べ

ることとする。(注)単 位は百万円

電子計算機等開発促進費補助金の大幅拡充

項 目1誓 ㌶ 比 較前年度
増 ・減

電子計算機等開発促進費
補助金

19,654 ・鵬IL・ ・2

1.電 子計算機新機種開
発促進費補助金

15,250 ・▲…1挺 ・

2.周 辺装置等開発促進
費補助金

1,400 L・3・137・

3.集 積回路開発促進費
補助金

1,800 L…1…

4.情 報処理産業振興
策
5.

1,200600

5 3

600

2

(説明)電 子計算機産業,ソ フ トウェア産業等は,70年

代わが国産業構造の担い手である知識集約産業の中核で

あ り,ま た電子計算機等は,今 後のわが国経済社会の中

枢神経であることにかんがみ,わ が国これらの産業の早

急な体質強化を図るため,引 き続 き技術開発力の強化の

ための補助金を交付する。

ひ

fi.49年 度予算 の概要

次に,こ のような背景の中で編成 された49年度施策に

ついて概要を述べてみよう。全般的にみると,従 来か ら

の施策の拡充,強 化が中心 となっている。詳細 ま後にゆ

ずるとして大 きな桂だけをあげれば,・.そ㊤← っ島 先に

述べたように,情 報産業の全面的自由化を控 えて,電 子

計算機等開発促進費補助金の犬煤な拡充が行ぽわれ淀ζ

とである。従来の電一.癒 鍵 働等の開発

のための二本の補助金楼搬,集 積噸,ソ フ トウ ェ

ア,モ ジュ幽ル開発のた臓 補助金が追加され,金 額 も

大幅増 となった。また来年度か ら,中 小企業の情報化の

促進 と電子計算機のレンタル ・バ ック対策の両面を有す

1.電 子計算機新機種開発促進費補助金

項 目
49年 度
予 算 額 前 年度

比 較増
△減

瓢 謹 新機種醗促 15,250 14,410 840

(説明)3.5世 代機種に本格的に対抗することので き る

新しいシリーズの電算機の開発に関し,集 約化なった国

産グループに対して,そ の費用の50%を 補助する。

2.周 辺装置等開発促進費補助金

項 目.
亀ソ

49年 度
予 算 額 前 年 度

比 較増
「 ム減

147000一 LO30 .370
闘塁装鱒 開騨 費補

9,

一19一

⇔斎忌

』∨・●



も

4

●

豊

11PI)ECジ ャー ナ ル

■ 寄 稿 ■

(説明)周 辺装置 および端末機器(プ ロッタ,キ ャラクタ

・デ ィスプ レイ,シ リアル ・プ リンター,OCR,イ ン

テ リジ ェン ト・ター ミナル,キ ーツ磁気 テー プ装置等)

の 開発を行 う国産電算機 および周辺装置 メー カ ー に 対

し,そ の費用の50%を 補 助す る。

3.集 積回路開発促進費補助金

集積回路開発促進費補助
金

49年 度
予 算 額

較
減ム

(説明)今 後IC技 術 の 主流 をなす 分野のIC(C-

MOS,Nチ ャンネルMOS,産 業用 リニアIC等)に

ついて,性 能向上,歩 留 り向上等を短期間に達成 させる

ため,そ の開発試作に要する経費の50%を 補助する。

4.情 報処理産業振興対策費補助金

項 目 鋒 劉 前年度
比 較増
△減

情報処理産業振興対策費
補助金

1,200 600 600

(説明)ソ フ トウェアの開発を容易にし,そ の生産性を

高めるために必要な効率的かつ汎用的なソフ トウェアモ

ジュール群(事 務処理分野,設 計,計 算分野,OR計 算

分野,自 動制御分野,経 営管理分野)の 開発を行 うこと

とし,こ れを行 うソフトウェア企業グループに対し所要

の経費の75%を 補助する。

このため,地 域医療 システム,救 急医療 システム,ホ

ス ピタル ・オー トメー シ 。ン等 を含む総合的な医療情報

システムを厚生省 と一体 とな って開発す ることとし,49

年 度 は,48年 度 の基礎的な調 査研究を もとに,(財)医 療

情報 システム開発 センター(仮 称)を 設立 し,効 率的な

研究開発 を進 めてい くこととす る。

技術開発 ・システム開発の推進

2.生 活映像情報システムの開発

1.医 療情報システムの開発

項 目 膣 鑓 前 年 度 篇 藁
医療情報システム開発委
託費

211 110 101

(説明)国 民生活の質的充実が叫ばれている今日,医 療

サービスは,国 民のニーズが高まっているにもかかわら

ず,供 給が追いつかず深刻な社会問題 となっている。.

この解決を図るためには,現 代科学技術の先端である

コンピュータを中心とする情報処理技術 と,近 年著 しい

進歩をみつつある医用電子技術等を活用しテこ医療情報シ

ステムの開発を図 り,医 療サービスの生産性の向上と地

域格差の是正を図る必要がある。

項 目 49年 度
予 算 額 前 年 度

比 較増
△減

生活映像情報システム開
発費補助金

553 220 333

(説明)近 年急速な技術進歩を遂げつつあるCATV,

ビデオ ・パッケージ等を技術的な基礎 として,こ れ とコ

ンピュータとを組合せた双方向の生活映像情報システム

は,CAI,フ ァクシ ミリ,TVシ 。ッピング等広汎な

サービスを提供できる機能を有し,来 たるべ き情報化社

会の日常生活に大 きな影響を与えるもの として期待 され

ている。

このようなシステムは,生 活系全般にわたる総合情報

システムであるため,実 験タウンを設け,機 器開発を含

めたシステム全体の開発や利用者の具体的,定 量的ニー

ズの把握を行 うとともに,技 術的な信頼性に関し実際の

オペレーシ。ンを実施しつつ実験することが 必 要 で あ

る。

このシステム開発は,47年 度から開始されたが,49年

度は47年度の基本設計,48年 度の詳細設計に引き続 き,

機器の試作,ソ フ トウェアの開発等を行 うこととする。

邑

3.自 動車総合管制技術の開発

項 目
49年 度
予 算 額

■

前 年 度 比 較
増 ム減

自動車総合管制技術研究開発費(大 型プ
ロジェク

ト)
840

、

200 640

(説明)都 市における自動車の過密化がもたらしt交 通i

混雑,.渋滞を回避ないしは緩和し,さ らにはそれらに起}

因する交通事故や大気汚染を防止することを 目的 と し}

て,走 行中の個々の自動車に,最 適走行経路などの道路

情報を可能 とするシステム(通 信機 と電子計算機が主体

となる)の 開発を48年度より5ケ 年計画(総 額50億 円)'

一11一
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で行 ってい るが,49年 度 には これ を拡充 し,引 き続 きそ

の開発を推 進す る。

4.パ ターン情報処理システムの開発

項 目 ぽ ㌶ 前轍 階 蕊

パターン情報処理 システ
ム研究開発費(大 型プロ
ジェク ト)

2,184 1,627 557

(説明)国 産電子計算機の国際競争力を強化するととも

に,情 報処理の高度化の要請にこたえるため,情 報処理

関連技術をさらに研究開発する必要がある。

このため,41年 度以来推進してきた超高性能電子計算

機の開発に引 き続 き,46年 度か ら,文 字,図 形,物 体

の形状,音 声などのいわゆるパターン情報をそのまま入

力,認 識,処 理できる新しい世代の電子計算機 として,

パPt・一ン情報処理システムの研究開発を行ってお り,49

年度においては,こ れを拡充し,引 き続 きその開発を推

進する。

5.総 合鯛査研究の推進

較
減△

(説明)経 済社会の高密度化,複 雑化に伴って,政 府に

おいて も,民 間において も,多 面的な頭脳を動員したシ

ステム的アプローチによる総合的な研究開発の必要性が

増大してお り,シ ンクタンクへの期待 も急速に高まりつ

つある。 このため,46年 度か ら各省協力のもと総合研究

開発調査を行ってお り,こ の うち通産省はとくに民間シ

ンクタンクの育成,評 価,人 材養成を目的として民間シ

ンクタンクに政府プロジェクトの委託発注を行 ってきた

が,49年 度において も,48年 度に引き続 き総合調査研究

費によ り,民 間シンクタンクの活用を図ることとする。

6.重 要技術研究開発費補助

項 目 撃鰭 鱗 度 ・量
'濃

重要技術研究開発費補助
金 、

▲240
.鷲 癒
寓2鐙

}■
,010

(説明)産 業技術の研究開発⑳ う・ち,と くに経 済 的 効

果,社 会的効果,他 の技術への波及効果等からみて重要

と考えられるものについて補助金を交付する(参 考,電

子関係実績48年 度870百 万円)。

7.電 子技術海外動向調査

項 目 撃鰭 前 年 度 比 較
増 △減

電子技術海外動向調査費 10 9 1

(説明)電 子技術海外動向調査の第6年 度 として 「米国

における宇宙,防 衛等政府プロジェクトによる技術開発

の社会システム開発への応用状況」を採 り上げ,海 外の

調査専門機関に委託して調査する。

8.情 報処理関係技術の特別研究

項 目 撃鑓 前年度階 藁

情報処理関係技術の特別
研究

905 850 55

(説明)電 子技術総合研究所が中心 となって傘下試験研

究所が,宇 宙電子技術,シ ステム工学の応用技術等,情

報処理関係技術の特別研究を行 う。

9.各 省庁共通電子計算機利用技術の研究開発

項 目
49年 度
予 算 額

前 年 度 比 較
増 △減

各省庁共通電子計算利用技術
の研究開発

54 54 0

(説明)人 事 オン ライン,統 計 データ ・マネ ー ジ メ ン

ト,文 字情報処理,デ ータコー ドテーブルおよびコン ピ

ュー タネ ッ トワー クに関 する各省庁共通システムの開発

等 のほか,前 年度に引 き続 き研修生一名 を海外に派遣す

る。

情報処理振興事業協会の助成等の大幅拡充

項 目
49年度
予算額 前年度 富讃

1.情 報処理振興事業協
会運営費補助

996 785 211

2.情 報処理振興金融措
置の拡充金融債引受

一 (13,300) 一

(説明)ソ フ トウェアの開発および流通の促進 情報処

理サービス企業等の育成に関する事業を実施することに

より,情 報処理の振興 を図る ことを目的 とした 「情報処

理振興事業協会」が45年10月1日 に設立 されたが,今 後

び
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の情報化の一層の発展に対応して,さ らに協会に対する

助成措置および情報処理振興金融措置」を拡充する。

(1情報処理振興事業協会振興業務

主 として先進的汎用プログラムの委託開発,買 上げお

よび貸付に要する経費について補助する。

②情報処理振興金融措置

情報処理振興金融措置は,資 金運用部の金融債引受を

見返 りとして,長 信三行が融資を行 うもので,

(i)情 報処理サービス企業等の電子計算機導入,プ ロ

グラム開発,情 報処理技術者の教育その他の業務に高度

化に必要な資金。

(ii)一 般企業のプログラム開発および情報処理技術者

の教育に必要な資金

2.構 造改善のための開銀融資

49年
画

その他枠電子計算機産業の構造改

の うち

善25
,100

較
減△

日本電子計算機(株)に対する開銀融資等

1.日 本電子計算機(株)に 対する開銀融資

項 目 鑛 劇 前年川 童 藁
日本電子計算機㈱のレン
タル資金の確保のための
開銀融資

22,500 11,500 11,000

(説明)電 子計算機の販売はその大半をレンタル制によ

っているので,そ の膨大な販売資金負担を軽減し,国 産

電子計算機 メーカーの育成を図るtめ,昭 和36年 に発足

した日本電子計算機㈱に対し重点的に開銀資金を投入す

ることによりレンタル資金の確保を行って きた が,技

術,資 本,輸 入の完全 自由化を控えIBMを 中心とする

外国電子計算機 メーカーの攻勢はますます高まってきて

いる。

このような状況に対処して,情 報処理の急速な進展に

より拡大するコンピュータ市場における国産 コンビュー

,タの定着を図るとともに,国 産電子計算機 メーカーの企

業体質を強化するため,国 産電子計算機の一元的レンタ

ル機関である日本電子計算機㈱に対する開銀融資の拡大

を図る。

(説明)電 子計算機産業の自由化に対処し,そ の国際競

争力を強化するtめ,国 産メーカー6社 は業務提携等に

より体制整備を進めているが,こ れを一層促進するため

体制整備を実施しているメーカーに対して引 き続 き設備

投資資金の供給を行 う。

3.ソ フトウェア開発のための開銀融資

そ の 他枠

の うち

25,100

|前 年 度

(説明)電 子計算機メーカーおよびソフトウェア企業に

対し,そ れがソフ トウェア開発および情報処理技術者の

教育 ・研修のために取得する電子計算機,建 物土地,お

よび教育,研 修施設な らびにそれらの付帯設備等につ き

融資を行 う。

4.オ ンライン化情報処理振興等のための開銀融資

項 目
49年 度
予 算 額 前 年 度

比 較
増 ・減

共同情報処理システム化

促進等

その 他 枠

の うち

25,100

1,000 一

(説明)通 信回線の開放に伴 うオンライン共同情報処理

の急速な振興を図るとともに,社 会開発システム等社会

性の高い処理システムを導入するのに必要な設備資金の

融資を行 う。

5.機 電法に基づく開銀融資
、

'項 目

掌編 前 年度
比 較
増 ・減

機電法に基づく開銀融資 8,500 8,500 0

(説明)特 定電子工業および特定機械工業振興臨時措置

法 く略称 「機電法」)に 基づき,特 定電子工業および特

定機械工業の生産の合理化,新 技術の企業化等を促進す

るため,そ の設備資金につき開銀融資を行 う。

一13一



「

ト
,

11、PDＬECジ ャー ナル

■ 寄 稿 ■

情報化促進のための基盤整備

1.情 報処理実態調査および普及促進

ω 情報処理実態鯛査

項 目
49年 度

1予 算 額
前 年 度 此増

較
△減

情報処理実態調査費 }1・1 8 2

3.ソ フ トウェアの流通基盤の整備

ω プログラム調査簿の作成

(説明)今 日,急 速に変化しつつあるわが国情報処理の

実態を継続的かつ体系的に把握し,こ れに基づいて情報

処理振興施策の拡充等を行 うため,情 報処理実態調査を

引 き続 き実施する。

②情報産業動向鯛査

目149年1前 轍 擶 、

項 目 冑 雛 前轍 階 議

プログラム調査簿作成事
務費

1 1 0

(説明)プ ログ ラムに対す る重複投資をで き る だ け 避

け,プ ログ ラムの円滑な流 通を促進す るtめ,49年 度 に

おいて も引 き続 きコン ピュー タ ・ユーザ等 が保有 してい

るプ ログ ラムの うちとくに円滑な流通 を図 る必要があ る

と認 め られ るプ ログ ラムを収録 したプログ ラム調 査簿を

作成 し,こ れを一般 に閲覧 に供す る こととす る。

{2}ソフ トウェアの法的保護

項

情報産業動向調査費 1 1 0

(説明)情 報処理サービス業およびソフ トウェア業の成

長パターンや,そ の景気動向との関係を解明し,知 識集

約産業の振興施策の確立等に資するため,4半 期毎に情

報産業動向調査を実施する。

{3}情報化 ・システム化鯛査

項 目 霧 度1前鞭 此 藁
ソフトウェアの法的保護

に関する調査研究
1 1 0

(説明)ソ フ トウェアの流通を促進してい くためには,

プログラムの所有者の権利を何 らかの形で保護すること

が不可欠であり,こ のような観点か ら49年度に お い て

も,ソ フトウェア法的保護調査委員会で46,47,48年 度

に引き続 きソフ トウェアの流通の促進を図るための法的

保護の手段について検討を進めてい くこととする。

4.電 子計算機の納入,下 取統計調査

■

項 目 撃㌶i 前轍 階 藁
情報化システム化調査費 .4 ・1・

(説明)通 信回線の民間開放に伴い,一 層その普及が期

待 されている情報ネットワークについて,そ の形成を促

進するiめ,公 共性の強いネットワークな ど3テ ーマに

ついて将来の情報ネットワークの望ましい姿について調

査研究 し,そ のガイ ドラインを示すとともにPOSシ ス

テムな どテーマについて産業活動のシステム化の実情に

ついて調査研究する。

2.情 報処理技術者の育成 ・碗保 、

項'㎡'目 二
・1b

49年 度.轡 算 置 ・榊 度 砦 押魔

轡魑技儲徽離
..∨T'.}白 文 阻

38
`

'.

誕 4

(説明)情 報処理の発展の中核的役割を果たす人材を確

保し,さ らにはその蟹的な向上を図をため,シ ステム・

エンジニアやプログラマー等を対象 とした情報処理技術

者試験を引き続 き実施する。.

項 目
49年 度
予 算 額 前 年 度

比 較
増 ・減

電子計算機の納入,下 取
統計調査

5 4 一

(説明)電 子計算機市場の動向を適確かつ迅 速 に把 握

し,景 気の変動との関連,内 外電算機の納入動向等を明

らかにするため,メ ーカー,商 社を対象に納入,下 取調

査を実施する。

5.情 報処理サービス金集寺台蝦の作成

項 目
'鞭 劇 前年度溝 覆

情報処理サービス企業等台帳作成費 1 1 0

(説明)情 報処理サービス企業等の機密保持の実態等を

明 らかにした台帳を作成,ユ ーザーの閲覧に供すること

により,そ の外注先の選択を容易にするとともに,業 界

全体の横縦 の水準向上を図る。

'
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6.情 報処理標準化の推進

項 目 鋒1前 轄 暗 譜
情報処理標準化の推進 7 13 △5

(説明)工 業標準化施策の一環 として,漢 字符号の標準

化等情報処理関係の標準化を推進する。

中小企業情報化の促進

7.情 報化週間の実施

1.情 報提供事業の促進

ω中小企業情報センターの設立

項 日 舞1前 轍 量 鵠
中小企業振興事業団の情
報機能の拡充

49年1前 轄

176

項 目

144 32

較
△

情報化週間実施費 1 1 0

(説明)情 報化社会への円滑な発展を図っていくために

は,わ が国情報処理の高度化を促進しつつ,こ れと併行

して国民の理解 と関心を深め,情 報化の進展に即応した

正しい知識を普及 させてい くことが必要不可欠である。

このため,47年 度か ら毎年情報化週間を実施することと

なったが,49年 度において も情報処理に関する各種の行

事を集中的に開催し,そ の充実を図る。

8、(財)日 本特許情報センターに対する補助

(説明)中 小企業に対する情報サービス事業を拡充,強

化 し,大 企業 との情報化格差の解消を図るため,中 小企

業振興事業団のなかに設立 された中小企業情報センター

の機能を拡充し,情 報所在調査,中 小企業の経営動向,

成長条件,需 要動向等の調査等を実施するとともに情報

提供サービスを行 うほか49年 度か ら新たに頭脳レンタル

事業を行 う。

②技術情報室の設置

頃 日
49 前 年 度 △

技術情報室の設置 23 23 0

項 目 樗 鑓 前年度階 議

(財)日 本特許情報センタ
ー補助費 32 33 △1

(説明)(財)日 本特許情報センターは,内 外の特許情報

を予め電算機にインプットしてお き,要 求に応じて迅速

かつ的確に,特 許情報を検索し,提 供することを主たる

業務 とするものである。49年 度においては,引 き続 き特

許情報の検索システムの開発費を補助する。

9.余 暇情報センターの設立

項 目
49年 度
予 算 額 前 年 度

比 較増
△減

余暇情報センター設置事
業調査

107 42 65

(説明)国 民のゆたかな余暇を実現するため,余 暇情報

センターを設立することにより,余 暇ファシ リテ ィ,コ

ミュニティに関する膨大な情報を国民が身近 に 利 用 で

き,個 々人の欲求と条件に合致しテこ余暇活動を実現 しう

る基礎を形成する。

(説明)技 術情報の円滑な提供を図るため,引 き続 き準

備の進んでいる都道府県か ら順次技術情報室を説直する

こととし,そ のための施設費,事 業費について補助を行

う。

{3)中小企業団体中央会関係の情報化

項 目
49年 度
予 算 額 前 年 度

比 較
増 ・減

中小企業情報連絡員の設
置補助

36 12 24

(説明)有 効かつ的確な情報収集を図るため,中 小企業

団体中央会に情報連絡員を置 くこととし,そ の経費補助
●

を行 う。

2.情 報処理の指導

項 目 惇 鑓1前 轍 量 藁
中小企業情報処理指導事
業費等

32 34 △2

(説明)生 産管理および販売管理に関する業種別の中小

企業向け標準経営情報処理システムの開発および中小企

業の診断指導事業の効率化 と資質の向上を図るための電

算機利用による診断システムの開発(2テ ーマ)を 行 う

一15一
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とともに,都 道府県が行な う中小企業の情報処理指導に

対して補助を行 う。

3.情 報処理指導担当者等の研修

項 目 ㌶}前 年度階 覆
情報処理指導担当者等研
修費 5 5 0

(説明)管 理者,経 営情報指導担当者等を対象とする研

修を行 う。

4.小 規摸事業者の情報化

し,わ が国の情報化の一層の促進を図るとともに,わ が

国電子計算機産業の安定的な市場を確保するため,本 制

度を2年 延長する。

2.プ ログラム保証準備金制度の延長

1プ・グ・・保証準齢 制度を・年間顕 す・・

項 目 ㌶ 劃 前年劇 砦 譲
商工会議所等(の 電算機
等導入促進) 866 42 824

(説明)プ ログラム納人後の補修負担に備え,ソ フ トウ

ェア企業の経営安定に資することにより,今 後の情報化

社会の重要な担い手であるソフトウェア産業の育成を図

るiめ,本 制度を2年 間延長する。

3.電 子計算機に対する固定資産税の軽減措置の延長

電子計算機に対する固定資産税の軽減措置を2年間延長する。

(説明)中 小企業の記帳機械化を図 り,中 小企業の情報

化を促進するため,日 本電子計算機㈱が,商 工会議所,

商工会連合会に対し,電 子計算機を安 く販売 した際,そ

の販売損失を補助するとともに商工会議所,商 工会の端

末機購入費用を補助する。

行政情報処理の推進

(説明)電 子計算機は情報化社会の担い手であ り,今 後

とも全国に普及させてい くことが必要であ る。 この た

め,国 税における電子計算機の特別償却制度の延長措置

に加え,地 方税において も固定資産税の軽減措置を2年

間延長する。

4.情 報処理技術者教育経費の税額控除制度の延長

増加試験研究費の税額控除制度の拡充により,高度な情報処

理技術者の研修経費の税額控除を図る。

■

項 目 掌編 前年度 砦 藁
行政情報処理の推進 1,545 L・661479

(説明)省 内用電子計算機による各種業務の情報処理の

推進およびタイムシェアリングシステムの拡充,オ ンラ

イン端未装置その他周辺機器の拡充等を行な う と と も

に,政 策情報システムの開発等を行 う。

情報処理振興税制

1.電 子計算機の特別償却制度の延長

巴 子計鰍 の特別償却制度を2年間顕 する・

(説明)情 報処理の高度化に資する竜子計算機 を尊人

(説明)経 済社会の情報化が急速に進展するなかで,情

報処理技術者の確保が緊急の課題 となって きている。国

として も企業の情報処理技術者育成のための教育投資に

対する負担の軽減を図ることにより,情 報処理技術者の

供給を促進し,産 業の知識集約化を推進する必 要 が あ

る。 このためS・E,プ ログラマ・一等の情報処理技術者

を養成するための教育を実施している企業について,そ

;れらの教育に要した経費の増加分について(試 験研究費

:が比較試験研究費額より増加 した場合には増加した金額

の25・%(基 準増加額をこえる部分については50%)相 当

額)税 額控除することとする。
'

■・"16-
.

、血`、 当㌫.言"心 ㌔主,忘 ・、,い と、.、

泌..盃語呂管≧灘瓢
埜

〉

埠

9
w
>

/

き
雲

　
一基



JIPDECジ ャー ナ ル

調 査1

経 営 情 報 調 査

一長期経営計画と外部情報一

当財団では,企 業における経営情報システム(MIS)形 成の問題点把握のため過去5年 間

で15業 種のケーススタディを行なってきた。

すなわち各企業における経営システムの分析,必 要な情報の種類とその必要度,充 足度,お

よび情報処理システムの現状と今後の方向づけなどについて業種 ごとに調査対象企業を選定し

具体的な事例に則して調査を行なった。

これ らの調査を通じて総体的にオペレーショナル情報については,十 分とはいえな い まで

も,か な りの段階 まで整備されているが,長 期経営計画を主体 としたプランニング情報にっい

ては,外 部情報への依存度が高 く,内 部体制の整備のみでは,問 題解決が困難であるとの結論

を得た。

しかしなが ら,企 業では今後プランニング情報のシステム化について努力が傾注 されるもの

と考えられる。このため,48年 度は過去5年 間に行なっtケ ーススタディのデータ をベ ー ス

に,長 期経営計画を中心とするプランニング情報における外部情報について,総 合的な観点か

ら業種共通の情報体系化と収集,処 理,提 供等各段階における問題点を明らかにした。

纂

IMIS(経 営情報 システム)に ついて

1.従 来のMISと その反省

ここ数年来 「MIS」 という言葉は一一般的に通用する

ようになった。

しかしこの言葉は,人 によって種々の異な ったイメー

ジで把えられている概念である。

経営情報システムは,コ ンピュータと無関係に存在す

るとい う意見 もあるが,「MIS」 と言 う言葉は,コ ン

ピュータの利用技術の高度化に伴って生まれてきた,新

しい概念であることは否定できない。

ここでは,MISを 最大公約数的な見解として,

「経営上の意思決定に

必要な情報を

必要な人に

必要な時に

必要な形で

提供する

コンピュータに関連したシステム」

と定義し,こ れに関連して,こ れまでのMISの 進め方

を反省し,今 後の方向を検討することにした。一時期,

世間で喧騒 されteMISは 人々の大 きな期待に もかかわ

一17一

らず,一 般的にはそれ程の効果が得 られなか っテことの評

価をうけ,い つのまにか,ブ ームは去 っていった。

この問題の基本的原因を分析すると,次 の3項 に集約

で きる。

① 日本的経営風土を考慮しなかったこと

② 事務の機械化を進め トータル ・システム化するこ

とがMISへ の過程であるとの考えがあったこと

③ コンピュータは人間に代 って問題解決の力がある

かの如 き誤解が一部にあったこと

など,米 国での状況をベースとした格調の高いMISの

報告と,日 本での現実の差が,MISは 役に立tな いと

い う論議をひき起 こしたもの と考えられる。

その後,コ ンピュータの利用技術は着実に進歩をつづ

けてお り,処 理コス トは年々低下をつづ け てい る。一

方,人 件費は高騰をつづけているので,経 済 ペ ー ス で
ト

の,デ ー タ ・ベ ースを中心 とした,コ ン ピュー タの利用

が可能 とな っ7。 デー タ ・ベ ースの確立が,MISへ の

コン ピュー タ ・サイ ドか らの アプ ローチの主流 とな りつ

つ ある。

従来 の組織 ・制度 ・経営方式をそのままにして,コ ン

ピュータ化 を進 める ことに,多 くの人達 が気付 き始 めて

きた。

、

、
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現代の企業経営をとりまく環境の変化は,国 際的なス

ケールで,未 曽有のテンポで進行している。 このような

はげしい環境の変化に対応するため,企 業においては組

織的 ・機能的な知的活動が重要性をます。

企業の知的活動の特色は,

① 戦略的意思決定

② 機動的な組織体制

⑨ 高度の情報処理

の3つ に集約 される。

MISは,経 営の情報化を支える道具として,正 しい

評価を受け始めたといえよう。

2.経 営の情報化

現在,日 本の国家政策は,従 来の経済成長至上主義か

ら,社 会福祉主点主義へ,さ らに省資源 ・省エネルギー

・国際協調重点主義へ転換することを余儀な くされつつ

ある。

一方,企 業はその社会的責任が,重 要な経営上の課題

となってきている。国家社会の成員としての社会的連帯

を自覚した経営の実施が,国 家的な見地から要請 される

時代 とな った。

コンビュー'タを中心 としたMI$は,経 営のttめの手

段 として,重 要な役割を果たすべ き時にきたといえる。

たとえば,LISの 発展は,安 価な制御用コンピュータ

を出現 させ,経 済ベースでの省力化システムの実用化を

可能とする。オペレーショナル ・レベルのMISは,こ

れ らのシステムとの一体化が促進 される。

また,経 営上の意思決定に心要とされるプランニング

・レベルのMISは ,今 後,企 業中心の閉鎖的な情報管

理体系か ら,・社会中心の開放的な情報管理体系へ と転換

を要請 される時代 となってきている。

現実に,企 業が社会の中でどのような活動をし,そ れ

によってどのような社会的な貢献をなし,・まだどのよう

な社会的破壊をなしつつあるかについて,客 観的に評価

しうる体系を作ることが急務である。.

そして,こ れか らの経営上の意思決定は,こ れまでの

無制約条件下での決定行為か ら,よ ウ多 くの各種制約条

件を加味した,意 思決定に変化せざるを得な い で あろ

う。

〔 ミ,t∴ 斌 ㌔ 、ん 玩 ≧」`s.ズ レ ・.馬丁.

近い従来,コ ンピュータを核 とした情報化の進展は,

産業構造の構成に大 きな影響をあたえるものと予測され

る。今後の産業構造の構成を想定し,こ れをベースとし

て,新 しいMISの あり方について,見 直しが必要な時

期がきている。

H外 部情報の必要性と役割

前述したように,外 部環境の変化に伴い,MISは 従

来の企業中心的な ものか ら,社 会中心的なものへの変換

が必要とな ってきた。

すなわち,は げしい環境の変化に対応するためには,

従来の延長線上でのMISで は不可能とされつつあり,

新しい可能性を求める真のMISの 替在ニーズが確実に

高まっている。

そのため今回の調査では,企 業が外部環境の変化を知

る一つの段階として,外 部情報についてアンケー ト調査

などにより詳細検討を行なった。

このアンケー トでは,

① 関連産業と外部情報

② 企業における外部情報の収集および活用上の問題

点

③ 外部情報提供機関について

④ マクロ経済情報について

の4項 目について調べたが,そ の中で,①,②,③ の項

目についてその分析結果の概略を紹介する。

1.関 連産業と外部情報

企業において,長 期経営計画の企画立案に際し外部情

報を収集活用する場合,ど のような関連産業の,か つど

のような情報を必要としているか,ま たその情報の内容

(量 ・質)に はどんな問題があるかなどについて,工 作

機械工業,自 動車工業,造 船業,石 油業,'電 力事業,輸

送業,金 融業の7業 種にわtり 調査を行なった。

ここでは,そ の一例 として自動車工業についてふれて

みる。

自動車工業はわ力演 を代表する産業の一つであるが,

その主な特徴は」

① 総 合工業であること

.②:甥 迦 鎌 崎 執竃蹟で多岐にわたっ.ているζと
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図表一1関 連産業の範囲とその必要度

(どの産業の情報を必要としているか)

'
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)
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図表一2貨 物輸送分担構成比率(ト ンキロ)

1'1動準工業

鉄 鋼 業

石油製品業

輸送業(陸 運)

商 業(卸 ・小売 ・商社)

建設業(総 合工'事)

ゴム ・窯業

電動 機発電機業

海 運

イヒ套第二L業(-liueiヒ学)

電気 ・ガス工業

倉庫 ・運輸

一 般産業月1機械工業

金融業

金属鉱業

であろ う。

自動車工業における関連産業 としては,図 表一1に 示

めされているとおりであるが,同 業他社は もちろんのこ

と,他 の業界についてもそれぞれ必要とする理 由 が あ

る。

図表一3
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たとえば,輸 送業(陸 運)お よび商業全般に対 して情

報を欲 しているのは主 として トラックの需要動向を知る

ためである。 自動車会社において トラックの比重は年々

減少傾向にあり現在総生産台数中30%を やっと占める程

度であるが,ト ラック専用の会社や トラックの比重が大

きい会社 もい くつかあるところから,輸 送業(陸 運)お

よび商社全般の情報が必要外部情報の高位にランクされ

るのである。 トラックの比重が下が っているものの,図

表一2で わかるように自動車(ト ラック)が 貨物輸送に

おいて占める比率は昭和46年 で輸送 トン数で89%(47億

9,567万 トン),輸 送 トンキロで 銘%(1,427億 トンキ

企業における外部情報の収集および活用上の問題点

O
外
部
提
供
機
関

を
よ
く
知
ら
な

い

O
適
切
な
対
価
基

準
が
な

い

O
収
集

の
た
め
の
予
算

が
少
な

W

O
有
能
な
収
集

ス
タ
ッ

ツ
が
少
な

い

。
裂

開
の
箪

が
多
ぐ

集
め
に

0
収
集

に
時
間

が
か
か
る

題) (企 業'におけ る外部情 報の 「
40.

工1:」 の問題

30・

一 一

20・

24
件
24
fη

一
13

10一 件 一
10

件

了2
件 作n

O
加
工
に
関
す
る
予
算
が
少
な
い

。
繁

な
外
部
加
委

託
先
姦

ら

O
適
当
な
外
部
加
工
委
託
先
が
無
い

。
舗

貿

錨

焙

簡

と
加
工

。
魏

蕎

ス
タ
ッ
フ
が
不
芒

て

轟

悲

加
護

術
が
開
発
さ
れ
て

一19一

。
誌

的
で
篇

巴

猿

い
に

o
加
工
度
が
低
い

o
分
類
方
法
が
悪
い

o
出
所
・
前
提
が
不
明

O
情
報
量
が
少
な
い

O
適
時
性
に
欠
け
る

d
客
観
性
や
信
頼
性
に
欠
け
る

一 ■■■ 眠 、 」に,
.∨バ江:s=と 逼s:』竺。、



∫ゐPZ)ECジ ャーeナル

ロ)と な りいずれの面からも第一の輸送手段 である。

そのため輸送業界の動 きやそれを頻繁に利用する商業

全般の動向を知ることは自動車の生産および販売動向を

測るうえで,大 切なこととなっている。

2.企 業における外部情報の収集および活用上の問題点

企業内において,外 部情報の 「所在」,「 収集」,お

よび 「加工」に関し,ど のような問題があるか,ま た,

企業内で加工された情報について,加 工部門(た とえば

EDP室 など)と 使用部門との間にいかなる問題が存在

するかを調査した。

図表一3は,そ のアンケー ト結果の一例であるが,各

産業における代表的企業に対するヒヤリング,お よびア

ンケー ト結果を分析すると次のごとくなる。

{1)情 報収集に際して,非 公開の情報が多く集めにくい

ことや,収 集に時間がかかることなどから起因する情

報不足が,計 画立案に際して,不 足情報を推定する余

分な仕事や,充 足し得ないことによる精度低下など少

図表一4

官 公 庁(A)(B)経 済団体

政府関係諸団体

⑭

(⑫

(E)マ ス コ ミ関 係

(H)調 査研究機関

なかざる影響を及ぼしている。

② 外部情報に対する必要度は極めて高いが,充 足し得

ないものがかなり多い。 これは,自 社の情報網が不十

分であることや,社 内における体制で,外 部情報の所

在 リス トが整備 されていない一ことな ども相当な影響を

与えていることは見逃せない事実である。

{3}情 報の収集,活 用に際して,企 業 としてのそれぞれ

の計画にそって,ど んな情報を対象的に収 集 す るの

か,情 報を何のために使用するかという基本的問題が

はっきりしないことが多いため,情 報を体系的に収集

整備し,こ れを効率的に活用していくシステムができ

ていない。今後は,こ れらのシステムを開発してい く

ことが大切であろ う。

以上のごとく,企 業におけるMIS形 成に対して,現

状は,外 部情報の入手困難 インフォーマルな情報の組

み込みの困難 という二つの理由か ら,MIS完 成にはな

お相当の期間を要するものと考えられる。

外部提供機関使用実態(回 答総数55件)

(C)業 界団体 (D)関 連 企業

(F)金 融 機関

藁

(・)轡 蟹 機関

△4E:こ .

⑭

蕪
雑 で

.『薩鑑 』

三 論 灘 遥畿 嚢 一

▽ 提供機関使川件数

▽ 利用度・

▽ 利用度、

・欄 諸団体▽
棚 度3

⑳ 利用度、

,利 用度,

.、 ご

已ジ講 遜錐 嚢畿 蕊・灘 畿 、
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3.外 部情報提供機関について

外部情報提供機関を

㈹ 官公庁,政 府関係諸団体

(B)経 済団体

0

⑪

⑥

　㈹

θ

仙
[
ω

ω

業界団体

関連企業

マスコ ミ関係

金融機関

[玖
満 不
足 満

情報提供サービス機関

調査研究機関

海外政府,政 府関係諸機関

海外諸団体

(件

数

)

図表一5提 供機関の体制に関する問題
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のように10種 に分け,必 要外部情報の収

集に関し,利 用している機関およびその2

利用上の問題について調査した。 葎塾

図表一4は 各提供機関の利用状況を示

すものであるが,企 業にとって重要な外1

部提供機関とは何かがわかるであろ う。

たとえば,官 公庁 ・政府関係 と業界団

体は回答件数が同じであるが,利 用度の

内容からみれば,官 公庁 ・政府関係のほ

うが重要であるようだ。

また,情 報提供サービス機関,海 外政

府関係,海 外諸団体などは,実 際にはか

な り利用度が低い ものと推測 される。
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さらに,図 表一5に は,利 用上いかなる問題があるの

かを表わしているが,各 提供機関ごとにその特徴がでて

いる。

たとえば,調 査研究機関や情報提供サービス機関など

は,使 用料金にかな り問題があるが,ユ ーザーとの適応

性,適 時性,加工度についてはだいたい満足 されている。

また,官 公庁 ・政府関係については,情 報精度,公 開

性,信 頼性などに関して非常に満足されているが,適 時

性,適 応性には問題がある。

海外政府関係,海 外諸団体については,い ろいろな面

で問題があるとでてはいるが,こ れは企業においてうま

く活用されていないためではなかろ うか。

同じような事は利用していない理由の点からもいえ,

o
海

外

諸

団

体

・
蹴
府
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嚥

o
金
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機

関

○

マ

ス
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係
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・
幣

関
鷹

揚

海外情報にはどのようなものがあるかが,よ く認識され

ていないようである。

以上のようにプランニング情報のための提供機関は,

現在までのところ,政 府または公共機関あるいはそれ ら

によって設立 された団体などが,比 較的多く利用されて

いるだけで,民 間企業による情報提供サービスは未だ緒

についた段階であるといえよう。

その発展が遅れている理由の、一つとしては,サ ービス

に対するユーザー側の対価支払意識が低いことに起因し

ている。

MISの 発展は,情 報産業の発展へとつ らなるもので

ある。そして,そ の中で最 も企業にとって期待 されるも

のは,情 報提供サービス業の発展 と充実であろう。

(安田秀利・調査課)
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昭 和49年 度 事 業 計 画

当財団の昭和49年 度事業計画が,去 る3月15日 開催の理事会で決議のうえ,

商産業省および郵政省の承認を得て,決 定された。概要は次のとお りである。

3月29日 付 で通

(1)調 査

① 海外における情報処理および情報処理産業の実態調

査

海外の情報処理および情報処理産業の実態 と動向を把

握するテこめ,資 料の収集分析ならびに調査団の派遣によ

って,海 外の情報処理および情報処理産業について,継

続的に調査する。49年 度においては,海 外諸国のコンピ

ュータ・ハー ドウェア,ソ フ トウェア,各 種関連サービ

ス産業の動向をはじめ,各 国政府の施策,.業 界が直面 し

ている問題点,プ ライバシーの保護等,情 報処理に関す

る諸問題について分析,検 討する。

なお,米 国および西欧主要国における情報処理の高度

利用の実態ならびに将来の方向について,国 別,企 業別

に意見の交換を行ないつつ,そ の実態を調査するため,

調査団を派遣する。

② 情報処理の需要動向調査

前年度に引 き続 き,MIS形 成の問題点把握のtめ,

企業の経営に必要な情報の種類とその必要度,充 足度,

情報処理システムの現状 と今後の方向等についてケース

スタディを行なう。49年 度においては,新 たにモデル企

業を選び,企 業の経営に必要な情報,と くに外部情報の

収集,処 理を踏まえてのMISモ デル(企 業モデル〉を

作成する。 ドニ

また,地 域における情報システムの形成につい簿,社

会的,経 済的諸条件をベースとした調査研究を搭給 うも

具体的には,北 海道地区をモデルとしてgi繰 哲引き

続 き,北海道情報 システム調査会に聯 衰 滅 である。

③ ソフ トウェア産業等に関する⌒'「=∵ 』

わが国におけるソフ トウェア産業幕扇奨態 と将来動向

$よ びピジnン について調査す畜6.
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48年度においては,ソ フ トウェア技術開発のニーズ,

ソフトウェア開発のあり方,ソ フ トウェア流通等につい

て調査研究したが,49年 度において も引き続 きソフ トウ

ェア産業等をとりまく情報化のニーズとその進展,情 報

化基盤,ソ フトウェア ・ハー ドウェア ・通信等の技術,

技術者教育,関 連産業の環境変化などの諸問 題 に つ い

て,実 態と動向を調査するとともにビジョンを検討 し,

施策策定に資する。

④ コンピュータ・システムの評価に関する調査研究

今後における情報処理の振興をはかる上において,コ

ンピュータ・システムの評価,と くにコン ピュータの複

合システムについて調査分析することは緊要な こととな

っている。

このため,コ ンピュータ,否ユーザを中心 として,コ ン

ピュ一一タ・ネットワrク 利 用上の各種の問題点について

調査研究し,今 後のロシ ピュータ ・ネットワーク・シス

テムのあり方に.鞭 て検討する。

なお,本 醐 究は3年 計画とレ,50年 度以降に本年

度の調査紬 果に もとついて,当 財団で開発中のネットワ

r力 鏑 ステムと関連づけて具体的な獅 実験を行なう

灘 である。 ・ぺ 三、

⑥ 総合貿易情報システムに関す播調査研究

前年度に引き続 き,わ が灘 る総合貿易情報 シス
ノ ロら

デムおよびサブシステム璃 麟蹴 資するため,海 外の関

係機関との意見の交換を毒産するどともに,国 内におけ

るシステム化の必簑紬 パて検討する。

48年度は,海 ⌒ 繰 との意見交換を密にすると

ともに,国 内に 乏謬テム化のための必要条件につ
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いて検納 曝 　
、.お いても織 して総合システ

ムの構想 とサ獲締 テムに関する調査研究,コ ー ドの標
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準化に関する調査研究等を実施するとともに海外諸国の

関係機関と意見を交換するため調査員を派遣する。

⑥ 繊維産業(繊 維製品を中心 とす る)の システム化 ・

情報化に関する調査研究

繊維産業のシステム化を通 じ,繊 維製品のファッシ。

ン化,国 際化に即応できるよう業界体制の強化 と知識集

約化を図るため,製 造,流 通等の実態を把握し,そ の望

ましいシステム化 ・情報化の方向づけを行な う。

48年度においては,衣 料縫製品を中心 として,繊 維産

業の情報化,シ ステム化の現状 と問題点の調査分析を行

なったが,49年 度 もこれを継続して,業 界全体のシステ

ム化 を考慮しながら縫製業におけるシステム設計(商 品

企画,生 産,流 通,販 売を中心とする)を行な う。なお,

具体的なシステム設計,情 報化体系調査は,48年 度同様,

(社)日 本衣料品縫製品協会に委記する予定である。

(2)研 究 開 発

① 文書情報処理システムの研究開発

日本語で書かれた文書(漢文,カ ナ湿 り文)の 取扱い,

とくにカタカナ鍵盤によるインプット情報を,漢 字カナ

混 りの日本語に文書化してアウトプットするための日本

語情報処理システムのソフトウェア技術に関する研究を

行な う。

49年 度においては専門分野別のカナ漢字変換単語テー

ブルを拡充して,同 音異義語の判断機能 と用語のゴシッ

ク ・カナ表示機能をもつ,カ タカナ,イ ンプット方式に

よる文書情報処理システムの実用性について評価検討を

行なう。

② コンピュータ ・ネットワーク ・システムの研究開発

当財団設置のコンピュータ3機 種を連結し,端 末機を

含めたネットワークを形成して,そ れぞれのコンピュー

タおよび各種端末か らネットワークによって総合 された

コンピュータの機能を利用できるシステムを開発する。

48年度より4年 計画で実施することとし,ま ず初年度

においては,コ ンピュータ・ネットワーク ・システムの

基本設計を行なった。

49年度は,ネ ットワーク・システムにおける通信規約

(プ ロトコル)の 検討を行なうとともに,通 信制御用コ

ンピュータのコン トロール ・プログラムおよび各ホスト

コンピュータのネットワーク制御プログラムの詳細設計

とプログラムを作成する。

③ 受託による調査研究開発

官公庁等 より受託し,情 報処理に関する調査,研 究開

発を行な うもので,本 年度予定される主なものは次の と

おりである。

切情報ネットワーク標準システムの作成

(通商産業省)

(イ)中央省庁における共通ソフ トウェアの開発

(工業技術院)

㈲中小企業向け標準システムおよび

企業診断システムの開発(中 小企業庁)

(⇒中小企業の経営指標,原 価指標作

成プログラムの開発(中 小企業庁)

㈲商標の称呼審査に関する検索システムの作成

(特許庁)

㈲内外におけるオンライン技術の動向調査

(日本電信電話公社)

㊥共済業務の機械化システムの開発

……(小 規模企業共済事業団)

(ク)沖縄国際海洋博覧会情報システムの作成

…(沖 縄国際海洋博覧会協会)

θ総合貿易情報 システムのパイロット・

プログラムの開発(情 報処理振興事業協会)

◎医療機器システム開発に関する調査研究

(通商産業省)

(3)普 及 ・啓蒙

励 シンポジウムの開催 と映画の作成

経営者および管理者を対象 とする情報処理シンポジ

ウムを毎年4都 市において開催するとともに,情 報化

に対する正しい理解 と認識を広めるための映画を作成

しているが,49年 度においてもこれ らを継続して実施

する。

(イ)コ ンピュータ ・トップセミナーの開催

主 として官公庁の トップ ・マネジメン ト層 を対 象

に,コ ンピュータとその利用について必要な概念知識

習得のための トップセミナーを毎年開催しているが,

49年 度において も2回 開催する。
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㈲ ソフトウェア指導マニュアルの作成

当財団でこれまでに開発したソフ トウェアについて

の解説書,操 作指導書を作成 し,利 用者への指導を行

な う。

㈲ 講習会の開催

官公庁,団 体などの情報処理に関する研 修 を受 託

し,情 報処理に関する知識の普及な らびに技術者の養

成をはかる。

㈲ 情報化週間

政府の実施する情報化週間に協力 して,同 週間全体

の総合広報活動を行なうとともに,同 期間中東京にお

いて(財)生 活映像情報システム開発協会に協力を得て

「情報化に関する展示会および映像フェア」を,ま た

地方5都 市において「情報化に関する講演 と映画の会」

を開催する。

(4)情 報処理教育に関する調査研究

初級情報処理技術者の育成に効果的な視聴覚教材開発

のための調査研究を行な うとともに,情 報処理技術者試

験実施に関する調査広報等,行 政施策に協力する。

48年度においては,さ きに作成した 「初級情報処理技

術者育成指針」および 「同テキス ト」を使用した実験教

育を行なった。

49年 度においては,こ の結果にもとづ き初級技術者の

育成に効果的な視聴覚教材の開発のための調査研究を実

施する。

また,通 商産業省の実施する 「情報処理技術者試験」

について,広 報,試 験に関する事前,事 後の調査,各 種

統計表の作成等,政 府に協力する。

③ データコー ドの標準化の調査研究

工業技術院か らの受託により,漢 字符号のJIS制 定

に当っての基礎的な調査研究を実施する。

これまでに,デ ータコー ドの標準化体系調査および工

業標準原案を作成 しているが,49年 度においては,情 報

交換のための漢級符号の標準化に当っての基礎的な調査

研究を実施する。

(5)情 報処理および情報処理産業に関する広報活動

① わが国の情報処理産業の実情についての海外向け広

報活動

JIPDECREPORTを48年 度同様,年3回 発行す

る。

② 情報処理に関する国内向け広報活動

JIPDECジ ャーナルを年4回,情 報処理に関する海

外情報のインデックスを月1回 発行する。

昭和43年 度以来,情 報処理に関する海外事情の速報を

目的としt「 情報処理ニ ュース」(月2回)を 発行して

きttが,諸 般の事情によりこれを廃刊し,49年 度はこれ

に代えて情報処理に関する海外情報のインデックスを月

1回 発行する。

③ 映画,教 育用スライ ド,各 種出版物等の頒布

当財団の作成した各種の普及 ・啓蒙用の映画,教 育用

スライ ドな らびに同テキスト,事 業成果報告書等を広 く

一般に節 しているが,49年 度においてもこれを撤 し

て実祀 る・
..ぶ 豊
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海外 ニュース

ソ連 の全 国 デ ー タ ・シ ス テ ム網

●

9

ソ連の コン ピュー タ事情,と くにコメコン諸 国の共 同

開発機RIAD(RYADと も呼 ばれる)に つい ては,

西 側諸国の業界紙,雑 誌,レ ポー トな どにその近況がた

びた び報 じ られ るよ うにな って きたが,利 用の具体的成

果 とな るとほ とん ど分 っていな いのが現状で ある。各種

ソー スに よるデー タを総合 する と,製 造面において米国

よ り10年 程度 遅れてい るとみ られる。また,タ ・fムシェ

ア リング ・システ ムも米 国に比べ約10年 遅れた1972年 に

初 めて稼働 に入 った(使 用 コン ピュータはMinsk32,タ

ー ミナル数 は40)
。 しか しソ連は現在の5カ 年計画(1971

年 ～75年)で 生産 制御 システ ムと国家規模の情報 ネ ッ ト

ワー ク建設に力 を入れてお り,あ る程度の進展をみせて

い る といわれ る。

1971年 の第24回 党大会 に よって,ソ 連 のコン ピュー タ

政策は本当の意味 でその第一歩 を進 める ことにな ったわ

けだが,そ こで採 択 された全 国的規模の 自動化 システ ム

計画 とその後の状況 につい ては,国 家科学技術委員会の

コズ ロフ(S.1.Kozlov)氏 に よ り明 らかに された。 こ

れは プラウダ紙 のインタビ ューに答 えるとい う形 で行な

われた ものであ るが,こ の計画の詳細を知 る うえでの貴

重 な資料 といえよ う。以下は これを もとにま とめた ソ連

のデー タ ・システム網計画の概要で ある。

計 画 の 進 展

1966年 から70年 とい う段階は,経 済の各部門での経験

の蓄積 と約417ヵ 所にのぼる自動管理システムの実験的

導入の時期であった。 これらの 自動管理システムの大部

分は工業用のものでその数はおよそ300を 数え,こ の他,

建設,農 業,貿 易,運 輸,公 衆衛生,教 育,自 治体の各

分野で使用されたものが約70シ ステムあった。 こうした

情報処理活動によってもたらされた最 も重要な結果は,

一25一

広範囲な応用にたえるシステムの汎用化への志 向 で あ

る。管理システムや情報システムを創設する手法や方式

も各種展開され,サ ブシステムもかな り設計 された。73

年の半ばで,約5万 人の要員がマネジメン ト・システム

の設計や導入に参加してお り,彼 等の作業は経済管理発

展調整会議により統轄 されている。

先に策定された本5カ 年計画の条項には,2,000ヵ 所

のコンピュータ・センターの創設および1,800の 企業管

理システムの導入が含まれている。また,連 邦政府の省

庁やその関係機関の大部分には,マ ネジメン ト・システ

ムが導入されなければならず,各 共和国の同様な機関で

はその総数の5分 の1程 度がシステムを導入すべ きであ

るとされている。

このシステムは,全 体的にピラミッド状に構成されて

お り,プ ロセス制御システムがその基底部に据えられる

ようだ。そして企業情報管理システムが次の階層を形成

し,そ れより一段高次のレベルには包括的な産業 ・省庁

およびその関係機関を統轄するシステムが位置すること

になる。そしてこれが現時点でのシステム開発の到達点

である模様だ。

計算,プ ランニングそしてマネジメン ト等の情報収集
る

および処理を司る全国自動化システム(OGAS)が こ

のピラミッドの頂点に置かれる予定だが,ソ 連国家計画

委員会(ゴ スプラン)の プランニング 自動評価 システ

ム(ASPR)が このOGASの 基本要素となる。そし

て下部に広がる三段階のシステムも全部,特 定の科学的

・技術的システムとい う性格だけでな くOGASの 構成

要素 として想定 されている。頂点に立つOGASは,社

会的,科 学的,技 術工学的,経 済的 な諸動向を分析す

る。すなわち全国家的および局部的な諸計画を起草し,

共和国や各経済地域単位の発展計画を体系化する役割を
、
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担 うわけである。

これ らのシステム体系は一般概念にす ぎない ことを念

頭に置かなければな らないが,こ れはまた,中 央制御シ

ステムとして想定されているものではないことも注意す

べ きである。す なわち,あ る特定のネジがどの部位で締

められねばな らないかを判断する指示計器を中央制御卓

に持つような 「電子式タコ」の性格は持たないというこ

とである。当の多段階 ・多相システムは,よ り高次の階

層に従属する低次の部分を持つ階層的体系で組織 される

ものではあるが,下 位に位置するシステム群は一定の独

自性を依然有することになるのである。

さて,こ の自動化システムの導入,運 用に必要 とされ

る人員数であるが,過 去10年 間の経験は,今 後平均10万

～15万 人の新tな スペシャリス トが必要だと教 え て い

る。しかし同時に,そ れは,シ ステム設計の分野で問題

解決の手法や手順が標準化の方向に向い,設 計技法 自体

にオー トメーションが導入 されて根本的な変化が生 じる

可能性をも示唆している。これ らを勘案すると,年 間必

要スAOシ ャリス ト数はだいたい2万 人 ぐらいの線になる

ものと思われる。

OGASが 進展するにつれて,「 有機的に結合されtt

技術的連鎖」すなわち,プ ロセス制御システムや企業管

理 システムの結合,さ らに産業の共同管理システムひい

ては各産業を横断したマネジメン ト・システムの形成に

向 うものと考えちれる。全国データ伝送システムはこう

した構想の中で,産 業部門,政 府機関および共和国行政

組織のコンピュータ・センターとOGASの 主要コンピ

ュータを結ぶとい う重要な 中継的役割 を 果 す ものであ

る。

計画達成へのタイムテーブル,

現在の開発計画では,1985年 までに全国的な生産計画

の最適化をめざし政策方針の転換を画っている6そ して

この転換の中心的課題 としてマネジメン ト・システムの

性格を情報検索システムか ら情報診断(コ ンサルテーシ

ョン)シ ステムへ と成熟 させる目標が立て られている訳

だ。さらに1990年 までに全ての自動管理システムを全国

システムに結合し,管 理作業に必要なあらゆる分野をカ

バーする計画である。

プロセス制御の大規模なオー トメーション化は,1970

年代および80年代の中間でほぼ達成される見 通 し で あ

る。 このオー トメ化が完成すれば,小 型で高信頼性を持

つコンピュータ・システムや遠隔通信ター ミナルを装備

したコンピュータが重要な役割を荷な うことになろ う。

この時点では,電 話 とTV伝 送施設を応用した質疑応答

システムが管理者の手足 として活用されるこ とにな ろ

う。

こうした発展段階を登 ってい くには,当 然膨大な数の

専門要員の訓練が必要 とされ,特 に現在 まだ存在して

いない新分野でもそうした活動の必要性が生まれるもの

と思われる。 これらの要員は職業専門学校,技 術研究機

関,中等学校などで訓練 されるわけであるが,上級管理者

やエグゼクティブ達を訓練育成するために,新 たに40の

上級研究機関が設置された。 さらに国家経済管理研究所

も創立されている。また,計 画の発展各段階で想定され

る経済的な影響についても充分な配慮がな されている。

さて,こ こで問題となって くるのは,全 国的規模のシ

ステムを創 り上げるうえでの避けて通 る事ので きない問

題,す なわち通信回線の問題である。 ソ連のデータ通信

能力は専用線で さえも1,200b/sで あるところから,伝

送能力の不足 とい うことが表面化せざるを え ま い。ま

た,タ ー ミナルを含めた周辺装置の製造能力 と需要の大

きなギャ・ップも問題'どなめうbソ 連が こうした問題を予

定の期間での り越えるためには,西 側ぺの依存が不可避

となるのではなかろうか。

""(宗 像徳英 ・調査課)
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〔常 勤役員 異動 〕

3月15日 開催の理事会において,常 勤役員のうち,会

長,常 務理事が次のとお り交代す ることが決定し,同 月

31日 付で役所の承認を得た。

会長(旧)難 波 捷吾

(新)中 島 征帆

常務理事(旧)篠 崎 敬

(新)浦 島 敏弘

なお,退 任 された難波前会長は,当 財団顧問に就任 さ

れた。

〔昭和49年度定例理事会の開催〕

昭和49年5月27日 に開催 した昭和49年 度定例理事会に

おいて,昭 和48年度事業報告,昭 和48年 度収支決算の事

項について承認を得た。

〔第8次 海外情報処理実態調査団の派遣〕

米国における情報処理産業の実態と将来動向を調査す

るため,昭 和49年6月22日 から7月13日 ま で約3週 間

「第8次 海外情報処理実態調査団」を派遣することとし

た。

調査団構成はつぎのとおりである。

ぐみざわ

団長 柑沢政司
しむら

紫村次晴

加納 浩

播磨正博

鈴木茂樹

当財団常務理事

(敬称略順不同)

農林省農林経済局統計情報部企画情

報課数理官

三菱石油(株)数 理計画部主査

富士通(株)電 子 システム開発部第三

システム部第ニシステム課技師補

当財団総務部調査課主任

〔情報処理に関する調査研究発表会開催〕

当財団では,昭 和48年 度事業として実施した情報処理

に関する調査研究の成果について下記により発表会を開

催した。

期日 昭和49年6月20,21日(2日 間)

会場 機械振興会館ホール(地 下2階)

内容○コンピュータネットワーク(JIPNET)の 概

要

○コンパイラジェネレータ(JPAC)の 紹介 と評

価結果

○データコー ド標準化に関する調査研究

oマ ークカー ドによるFORTRANプ ログラミ

ング ・システムの紹介ほか

○最近の海外における情報産業の動向調査

O経 営情報調査一長期経営計画 と外部情報一

〇初級情報処理技術者育成のための実験教育

○電子計算機をめ ぐる技術動向

〔情報化週間の開催〕

情報化に対す る国民の知識の高揚と理 解 を深 めるた

め,政 府においては,10月 第1週 を 「情報化週間」 とし

ても東京,大 阪を始め各地において各種行事が行なわれ

ることとなった。.

当財団垣では,こ れに協賛して同週間総合広報を実施す
コ

るほか,「 生活 と情報化展」(仮 題)(東 京)お よび講

演 と映画の会(地 方五都市を予定)を 開催することとし

て現在準備を進めている。 、

〔人事異動〕

雛

〃
〃

〃

総務部主任部員 石井富士夫

技衛部研究課長 難波 正之

技術部主任部員 樋口 守

開発本部主任部員 佐内 則夫

一27一

.一 応、
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〔米国 に おけ る コン ピュー タ ・ネ ッ トワー クの
・技術的問題

技 術動 向 特別 講演会 開催 〕 一プロ トコル,ソ フトウェアの特殊性,タ ー ミナ

去 る6月4日,通 商産業省の好意より,同 省が昭和4&一 ル ●コン トロール

年度に米国のシンクタンクであるパ ッテル記念研究所に}シ ステムの信頼性および経済性におけるパーフ

識 「雛 籠 孟 驚 蕊'㌔ ㌦ 二二_信回線_
Penniman氏(情 報 システムセ クジ ョン ・アシス タン ト ・将来 の動向

・マネジ ャー一)に よ る講演会 を実施 し,197名 の 参加 を 一商 用 コンビ=一 夕 ・ネ ッ トワークの可能性

得 た。73.各 国 におけ るネ ッ トワー ク開発状況

講演 内容 は次の通 りで ある。 ・コンピュー タ ・ネ ッ トワーク ・システムの将来 市

1.イ ンフ ォメーシ ョン ・ネ ッ トワー ク/デ ー タ ・コ 場

ミュニケーシ 。ン ・ネ ッ トワー ク ・政府,メ ーカー等 にお ける現在の コンピュー タ ・

・ネ ッ トワー クの形 体 と背景 ネ ッ トワークに対す る態度

2.コ ンピュータ ・ネ ッ トワ・一層ク ・コン ピュータ ・ネ ッ トワー ク標準化の問題

・コン ピュー タ ・ネ ッ トワー ク 概要 および分類 ・大学,研 究機関,各 種ベ ンチ ャー ・ビジネスの コ

・現在の技術水 準 ン ピュータ ・コンプ レ ックスに対 す る役割

一 シス テムの比較
,ア プ リケーシ ョン,ネ ッ トワ ・CATV等 従 来 の インフォメーシ ョン ・ネ ッ トワ

ーク ・システム開発 目的
,コ ス ト,限 界 一 クとの関係

＼
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報 告 書 一 覧 表

当財団が,昭 和48年 度事業として,実 施いたしました各事業の成果報告書が完成しまし

たので,ご 入用の方には実費頒布いたしますのでご利用下さい。なお,入 手ご希 望 の 方
は,当 財団庶務課(内 線470)ま で,ご 連絡下さい。

海外の情報産業

ソフ トウェアに関する調査研究

欧米における情報処理の実態

インフォメーション ・ユーティリティに関する報告書

1.北 海道における民間企業の情報需要調査

H.イ ンフォメーシ。ン・ユーティリティの市場性

経営情報調査報告書(VI)

医療機器 システム開発の基本構想

山間型僻地における医療機器システム

平野型 ・離島型僻地における医療機器システム

北海道遠紋地域における医療機器システム

岐阜県飛騨高山地域における医療機器システム

三重県答志島地域における医療機器システム

和歌山県における医療機器システt、

沖縄県における医療機器 システム

医療機器システムの評価およびプロジェクト算理

全国医用機器使用開発状況等に関する調査研究報告書

繊維産業のシステム化 ・情報化に関する調査報告書

総合貿易情報システム調査報告書

コンピュータネットワークシステムの研究開発

コンパイン ドシ ミュレータの開発

コンパイラ・ジェネレータの開発 とその評価

文書情報処理に関する調査研究

情報処理システムのネットワーク構成に関する調査研究

初級情報処理技術者教育調査研究報告書

中級情報処理技術者育成指針報告書

当 財 団 の 活 動 等 に つ い て の 問 合 先

分 類番号

48-ROO1

48-ROO2

48-ROO3

48-ROO4

48-ROO5

48-ROO6

48-ROO7

48-ROO8

48-ROO9

48-ROIO

48-RO11

48-RO12

48-RO13

48-RO14

48-RO15

48-RO16

48-RO17

48-RO18

48-SOOI

48-SOO2

48-SOO3

48-SOO4

48-SOO5

48-EOOI

48-EOO2

当財団の活動について詳 しくお知 りにな りたい場合は,下 記 あてご連絡 くだ さい。

電話 東京(03)434-8211(大 代表)

当財団庶務的事項全般 については

当財団の事業内容については

各種調査については

総務部庶務課(内 線470)

総務部企画課(内 線477)

システムの調査研究については

システム及びプ ログラムの研究開発 については・

情報処理に関す るコンサルティングについては

ソフ トウェアの利用 については

情報処理教育については

情報処理 に関する各種標準化については

情報処理 シンポジウムの内容については

報告書等各種出版物の入手 については

総務部調査課(内 線286)

技術部研究課(内 線478)
・・…開発本部 システム課又は開発課(内 線215)

'
開発本部管理課(内 線529)

開発本部サービス課(内 線306)

技術部教育課(内 線475)

技術部技術課(内 線536)

総務部調査課(内 線539)

総務部庶務課(内 線470)
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顯 日本情報処理開発センター
東京都港 区芝公 園3丁 目5番8号 機械振 興会館 内(〒105)

電 話 東京(03)434-8211(大 代表)


